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書評
神保一郎著『動学的一般均衡理論研究』
清 水
?
夫
I. まえ書き
この神保教授の新著『動学的一般均衡理論研究」
は，経済学を「学習」するときに読む本ではなく，
「研究」するために読むべき書物である。
「本書」は第1章から第11章までが静学分析，
第12章から第17章までが動学分析である。それぞ
れの各章の内容を『本書』の構成順序に各章毎に
説明せず，本稿の筆者の私見によっていささか講
義風に，その順序や配列をアレンジして解説し，
筆者の私見は (Remark)によって述べることにし
た。
『本書』はその書名からも明らかなように，そ
の主たる分析は動学分析である。したがってこの
書評も『本書』第12章からはじめることにしたい。
しかしその前に，第11章までのところで筆者が気
付いた点を次の (Remark)で述べることにしよ
う。
(Remark) 
(R.l)第1章のワルラス法則 (Walras'law)
に関する批判については，「本書』の説明のとおり
である。ワルラスのワルラス法則の証明は数学的
に不正確である。ワルラスの時代には既に行列・
行列式の数学はあったのである。しかしワルラス
の連立一次方程式の行列の逆行列の存在を仮定す
れば，ワルラス法則は数学的に成立することとな
る。すべての理論は，「仮定」の上に組み立てられ
ている。『本書』の第13章， p.152の説明などは，こ
うした逆行列の存在を説明するためのものであ
る。
(R.2)第2章， 2-2の「伝統的生産関数の弱
点について」においては，この場合には均衡点の
「近傍」のみが問題なのであるから，この生産関
数の局所的性質 (localproperty)として，この場
合にはその生産関数の微分可能性という局所的性
質を仮定すれば，この「生産関数の弱点」はすべ
て解消する。理論はすべて「仮定」の上に組み立
てられているのである。
（付記）
『本書』の動学分析（第12章以下）はすべて一貫
してマクロ的な多部門成長モデルに関するもので
ある。そのため市場経済の均衡とその成立を問題
とするミクロ分析は，このようなマクロ分析とは
全く別分野のものと考えられる風潮があるが，マ
クロ分析の背景， "Behindthe Scene"にはミクロ
的な市場の行動 (marketbehaviors)があること
を忘れるべきではない。ミクロ的な市場行動から
マクロ的な経済現象が生起するのであるから，こ
のような市場のミクロ的な行動（最大効用•最大
利潤の原理） "Maximum Utility and Profit Prin-
ciple"によってマクロ的分析を批判することがで
き，それによってマクロ分析ははじめて"Market
Price System"のマクロ現象の分析として，その
理論的な基礎を持つことができるのである。
I. ターンパイク・システムの存在証明
（第12章）
『本書」の動学分析は一貫してマクロ・モデル
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についてのものであるから，その分析は「マクロ
動学分析」である。第12章から始まる。
第12章はそのモデルをいわば「多生産技術部門」
Y=F(X) (後述参照）であらわし，そのモデル
に
Y,=X1+1 （『本書』 p.132,l.4) 
を仮定する。ここにこのモデルは 1つのclosed
systemとなる。そしてこのシステムにおいて成長
率入を y;~ 入x1とする。 (c/.p.133,(12-1) 
および（定理12-1))。ここにこのシステムはマ
クロ動学的成長システムということができるであ
ろう。そしてこのマクロ経済成長システムにおけ
るターンパイクは 1つのターンパイク・システム
ということができるであろう。ターンパイクはミ
クロ市場分析の均衡点，均衡状態にあたる。第12
章はこの意味において多生産技術部門におけるタ
ーンパイク・システムの存在を数学理論的に証明
しようとするのである。
本章のこのターンパイク・システムの存在証明
は，ターンパイクの「構造」 (structure)の説明で
あり，「定義」 (definition)である。ここにこのよ
うなターンパイク・システムが現実の経済世界
(economic world)で「構成」 (construct)され
る条件，現実に成立するための条件は，いわゆる
ミクロ分析における市場均衡の静学的安定条件
(Static Stability Condition), 動学的安定条件
(Dynamic Stability Condition)であって，これ
らの分析は『本書』第13章以下において展開され
るものである。この第12章はまず均衡条件として
のターンパイク・システムの「定義」・「構造」を
説明しょうとする。
そしてこの章は上述のごと<'マクロ的に多生
産技術部門がモデルであるから，その「定義」・「構
造」の説明は生産可能集合 Tから出発する。そし
てこのモデルで重要なキー・ポイントは，入＊およ
びP*,そしていうまでもなく，このようなモデル
の数学的存在証明の説明の方法である。
（付記）
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更にこのような「多生産技術部門」のモデルの，
現実の経済世界の分析への応用やその有用性に疑
問をもたれる読者は，『本書』第15章 (15-6)で
著者が展開する「一般モデル」の分析．および第
14章を参照されたい。
I. 1 モデル（生産可能集合 T)
ここでターンパイク・システムの「定義」・「構
造」を次の多生産技術部門モデルについて説明す
る。
ミクロ的な生産関数の説明はすでに第2章，第
3章にあるが，ここではマクロ的な生産関数をつ
くる。産出物 (output)Yと投入物 (input)X と
のマクロ的な関係を
Y=F(X) (1) 
とし， p.131のような仮定をする。そして次のよう
な投入表(InputTable)と産出表(OutputTable) 
から，具体的なマクロ関数(1)が形成される。これ
らの表は筆者が作製したものである。
(1) 投入表
財の種類
1 2 --- j --- l ベクトル記号
1 対 xf…… x{--- xf X' 
生 2 xJ x~------ xi ---x4 x2 
産
技 i xl x/ --- x{・・・・・・xf X' 
術 ： 
m x~x~------ x点------X盆 xm 
X 
ここに
ベクトル X;=(x}, x1, …x!, …xf) (生産技
術 i)
ベクトル X=(X1, x2, …Xi, …xm) 
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(2) 産出表
財の種類
1 2 --- j --- l ベクトル記号
1 y/ Yi・・・・・・y{ ---yf y1 
生 2 Y~Y~ ・・・・・・yf ---Yi yz 
産
技 i Yl y; ---y{ ---yf 
y, 
術
m y:n y~ …… y点------y~ ym 
Y 
ここに
ベクトル y;=(y}, y~, ・・y{, yf) (生産技術i)
ベクトル Y=(Y1, Y2, …y;, …ym) 
(3) 投入ー産出関係：生産可能集合
Yi=F(Xi), 生産技術i=l, 2, …， m 
この関数はベクトル値関数 (vector-valued 
function)であり， jiはhomeomorphismである。
そしてマクロ•投入産出関係としてわれわれは次
の関数をもつ。
Y=F (j1(Xり，戸（知），…， ji(Xi),…, 
戸 (Xり）
この関数もまたベクトル値関数であり， Fは
homeomorphismである。
ここにマクロ生産関数として
Y=F(X) 
生産可能集合 T:=XU Y 
{X¥ Yi} ET 
を得る。
I. 2 入とその極大値入＊の存在
定義： balanced growth rate入＊
(p.132) 
入(X', Y') : = {max入Iy,;,: 入X'}
p.133 (12-1) 
入•= {max入IY'~ 入X'}
この入＊において Y*=入*X',{X'*, Yi•} ET 
が存在する。 p.136 (12-15) 
I. 3 価格ベクトルP*の存在
p.136 (12-12) とp.137(12-24)によって，
P*(Yi• —入*Xi*) =O 
（上式はベクトルの内積である。）
が成立。そして P*>0であるから，
P*Yi*=P* 入・Xi•
（上式はベクトルの内積である。）
(12-15) 
故に p•および入＊は，均衡成長経路 (balanced
growth path)上にある。入＊がこの経路上にない
場合には， (12-13)は
P*Yi<P ・ ;t•Xi,
なぜならば入＊は最大値であるからである。
I. 4 ターンパイク・システムの構造
上述I. 3で述べたように，前述の入＊および
P*によってターンパイクの構造 (structure)は
P* (Y*-じX*)= 0 
であり， P*>0であるから
Y*=入*X* (12-15) 
I. 5 ターンパイク・システムの分析的構成
(analytic construction) 
ここに筆者が「分析的構成」というのは，前述
Iの冒頭の個所で説明したように，静学的安定条
件でも動学的安定条件でもない。それはこの第12
章の分析方法から帰結されるターンパイク・シス
テムの「存在」の説明をいうのである。『本書』 p.
138, (定理12-5)はこの「分析的構成」の証明
である。
(Remark)ターンパイク・システムの動学的構
成 (DynamicConstruction) 
上述I. 5は， ミクロの市場分析でいえば市場
均衡の安定条件にあたるものと考えられるが，そ
の安定条件をその時間的経路 (timepath)におい
て分析することを，ここの (Remark)でターンパ
イクのDynamic Constructionという。「時間」
"time" tについては『本書』 p.132,1.4で Y,= 
X1+1 
と仮定されている。したがって
P*Yi~ 入*P*X!
であり，ここから
P* (Yiー入 *Xi)~O
(1) 
(12-13) 
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そして(1)によって， y,については，
P*(Yiー 入*Yi+1)繍
であり， Xについては，
P*(Xi-1 ―入•Xi) 訊0
である。ここに P*>Oであるから
(Yiー入 •yい） :;:;o, 
(Xi-1―入*Xi) :;o 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
この式(4),式(5)をP.136,(12-14)と同じ発想
による記号によって
名={(Yi一入*Y,-1)I (Yi,Yい）ET and 
Yi-1= Xi} 
天;={(X/_,―入•Xi) I (Xi-1, Xi) ET and 
Xl-1= Y/} 
とする。この場合， t→OOによって
Y, → O, X, → 0 (6) 
が成立するならば，この式(6)のようなtimepath 
の収束 (conrergence)の条件が，動学的安定条件
(Dynamic Stability Condition)である。そして
この式(6)の条件の成立によって，ターンパイクの
dynamic constructionは説明されるであろう。
しかし筆者の私見によれば，「時間」 tの変化は
生産技術の変換 (transformation) となり，その
ため『本書』第12章の基本的な（多生産技術部門
の）投入ー産出関係そのものが「時間」 tと共に
transformされることとなるであろう。したがっ
て『本書』第12章のように，その基本的なモデル
として投入ー産出関係を一定と仮定して分析する
理論では "t"を「時間」とせずに「パラメター」
と考えればいかがであろうか。
さてこのように考えれば，上述のような意味に
おいて第12章の分析は，ミクロ分析においてミク
ロの一つの市場均衡を D(P)=S(P)と定義し，
Pをパラメターとしていろいろうごかして説明
するように，これと同じ方法の発想によって，ま
ずターンパイクを定義し，そしてそのターンパイ
クの存在を分析的 (analytically)に分析したもの
ということができるであろう。
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m. 多部門経済成長モデルの均衡（第13章）
l. 1 多部門成長モデル
単純静学モデル (13-1)から次の単純動学モ
デルをつくる。
X(t) =AX(t+l)+C(t+l) 
(13-16) (1) 
ここに A=一定， X(t)は第 t期の output, そ
して式(1)の右辺はinputである。
この式(1)はマクロ・実物モデルであるから，こ
の場合は市場価格は与えられた一定値と考えれば
よい。
]l. 2 動学モデル
上記の式(1)から次の方程式をつくる。
X (t)=AX(t+l)+C(t+l) (2) 
このtime pathはいわば移動均衡 (moving
equilibrium)である。
(Remark) 
上記式(2)において
X(t)そAX(t+1) + C (t+l) 
とする。この式の左辺は供給s,右辺は需要Dで
あるから，この式の S-D¾釘こついて t→00
によって， S=Dとなる timepathを考えること
ができるであろう。しかしこの場合には前述Iの
(Remark)と同じ観点 (pointof view), つまり
A(t)の問題が発生することに注意しなければな
らない。 , (Q. E. F.) 
さて次にこの式(2)に一定の成長率gを入れて，
X(t+l) =gX(t), C(t+l) =gC(t)とし， この
関係から式(2)を
[pl-A]X(t)=C(t) (13-18) (3) 
とする。ここにp=l/g,そしてこの式(3)の解の
存在を求める。これが多部門成長モデルの均衡解
である。この式(3)において [1-A]X(t)は供給
関数S(X)にあたり，この線形作用素 (Linear
operator)の数学的性質を吟味し，その数学的性
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質によって供給S(X)と需要D(X)との均衡：
D(X)=S(X)の存在を証明する。これが第13章
(13-2)である。
m. 3 均衡の存在（第13章 (13-2)) 
線形作用素として行列 [1-A]の数学的性質，
その逆行列 [1-A]-, の存在を説明し，それによ
って市場均衡条件にあたる [l-A]X (t) =gC (t) 
の存在を説明するのが，『本書』p.154,命題(13-
1)である。
（付記）ここに次の点を注意しなければならな
ぃ。 p.154,命題 (13-1)において
入：個有値， cf. p.155, (13-24) 
p•: 随伴マトリクス cf. p.155, (13-28) 
であり，そしてこの (13-28)から入は IP<入)| 
=Oの根でなければならない。 (Q. E. F.) 
m. 4 安定の成立 (p.154, (13-3)) 
ミクロ分析で市場均衡の安定を静学的に説明す
るときには，通説ではD(P)~S(P) から出発し，
市場需要関数および市場供給関数そのものは一定
と仮定してPのみを変数として D(P) =S(P)の
成立を説明するが，この第13章においても，それ
と同様の発想によって，
[pl-A] X(t)=C(t), p=l/g=一定
の成立を説明するのである。ここに行列Aや行列
Cおよびgとpとは，いづれも一定と仮定されて
いる。そしてこの場合の安定条件は， p.157,定理
13-1 , (13-31)から求められる。
そしてこれを第13章， 13-4においてメッラ
・ーモデル， 13-5のソロー・モデルにおいて説
明されている。
(Remark) 
(R.l)このモデルの均衡および安定条件はミク
ロ・市場均衡分析でいえば，市場均衡およびその
安定条件の分析にあたる。ただそのモデルにgを
入れているため，それは均衡成長 (balanced
growth), 成長安定，およびその安定条件という。
しかし問題は，このgそのものが，いかにして決
定されるかにある。
(R.2)更にうるさくいえば，すでに前述II. 2 
の(Remark)で述べたように，行列Aを一定と仮
定している点。この行列Aが時間 tと共に変化す
るA(t)の場合には，この第13章のモデルの安定
条件はいかになるであろうか。こうした問題の解
法は筆者の私見によれば，線形作用素代数(Liner-
ar Operator Algebra)による解法が可能なように
考えられる。 (Q. E. F.) 
w. ターンパイク・システムヘの安定的
構成 (StabilityConstruction) 
（第15章，第16章）
ここのモデルは成長率g(=一定）を入れたモデ
ルであり，したがってその安定条件は均衡成長
(balanced grow出）の安定を問題とし，その均衡
成長の均衡にあたるものはターンパイクであるか
ら，このWは「ターンパイクヘの安定」が問題と
なるのである。
N. 1 一般モデル（第15章）
この第15章 (15-16)において『本書』は独創
的な「一般モデル」を展開する。そしてここにわ
れわれは第12章のモデル，筆者の用語でいえば「多
生産技術モデル」の有用性をみることができるで
あろう。そしてこの (15-6)においては，その
「一般モデル」が「ノイマン・モデル」および「レ
オンチェフ・モデル」をspecialcasesとするもの
であることが説明されている。
(Remark) 
max入＊の存在は数学的には証明できる（定理15
-1)。しかし現実の経済においてこの入＊が最初
から与えられた定数(givenconstant)であるとい
う仮定には疑問をもつ。 max入＊は入を与えられ
た定数として均衡： Y(t)=入X(t+l)を成立さ
せるものであるから，このような入のフロベニウ
ス根として入＊はその数学的構成からいって存在
するのである。このような入をはじめから与えら
れた定数と仮定せず，入 (t)として y(t) =,l (t) 
X (t+l)とすれば如何であろうか。（後述N. 2 
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以下および第14章（この「書評」の後述IV))。ま
たは "t"を「時間」とせず，パラメターとしてタ
ーンパイクがconstructされたときの入を入＊と
することは如何であろうか。しかし式(1)では入は
パラメターではない。したがって "t"をパラメタ
ーとする場合には，入(t)をモデルの外生変数と考
えればよいのではなかろうか。 (Q. E. F.) 
1V. 2 ターンパイクヘの安定条件（第16章）
この第16章はターンパイクが成立した後，この
ターンパイクから経済がdivergeしないことを，
市場価格ベクトルPをいれた成長要因入につい
て説明したものである。
しかし第16章のモデルの入は『本書』p.133で定
義されたものとは少し異なっていること (p.197,
p.198), そしてこの価格ベクトルPは相対価格(p.
213参照）は不変ということ，つまり Pの成分は一
定ということ（定理16-2)に注意しなければな
らないであろう。
1)モデル (p.197)
i)投入X と産出 YとのtimeLag 
投入ー産出ベクトル{Y(t+I), X(t)} 
(1) 
i)仮定
Y(t+l) = X(t+l) (2) 
この式(1),(2)によって
{ Y(t+2), X(t+l)} = { Y(t+2), Y(t+ 
1)} 
2)成長要因入 (p.198) 
この入はp.133の入を，p.197で述べられている
ところの．このモデルの構造．つまり上述1) に
もとづいて定義したものである。これが(16-1)
である。
以上の 1)の仮定と 2)の定義によって，第16
章はターンパイクヘの安定が分析・説明されるの
である。ここに（定理16-12)には注意。
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v. 市場価格均衡と均衡成長（ターンパイ
ク）（第17章）
第17章は前章までのマクロ投入ー産出モデルに
はよらず，マクロ市場モデルによる成長経済の均
衡の存在とその動学的成立とを説明する。いわば
この第17章は市場経済メカニズムによってマクロ
経済成長を説明しようとする意欲的な分析であ
り，ここにミクロ分析とマクロ分析との一貫性
(consistency)をみることができるであろう。
しかるに残念なことに，第17章のモデル (17-
1) は筆者にとっては，なかなか理解が困難であ
ったので，それに代わる筆者自身のモデルを提起
し，そのモデルについて少し説明することにした
ぃ。そのためまず，次の3つの (Note)を述べる
ことにする。
(Note 1) : ミクロ分析における市場需給関数
D (P), S (P)はいづれも MaximumUtility and 
Profit Princioleで理論的に形成された理論的な
ものである。決して Pのtimepathに対する D
およびSの関係をあらわした統計的な関係では
ない。
(Note 2) : D (P)およびS(P)はすべて Pを
パラメターとしてexanteな関係を説明したもの
である。したがって筆者のモデルでは第17章のよ
うにexpectedmarket price P. を考えなかった。
(Note 3) : マクロモデルは上述のようなミク
口市場需給関数D(P),S(P)から構成されるの
であるから，マクロ・モデルの動学はミクロ的に
はD(P),S(P)の動学と consistentでなければ
ならない。 (Q. E. F.) 
V. 1 (ワルラス的モデル(Walrasian Model)) 
ワルラスの恒等式 (WalrasianIdentity)から出
発し，これを各経済主体別のDおよびSに分類
し，これを再び各財に対する DおよびSで表わ
す。
1) ワルラスの恒等式
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~p; (d; —S;)+~ ゎ(d;-s;)+}:p、(d、-s、)
+}:pb (db-sb) =如 (Sm-Dm) (1) 
b 
ここに加=1。財：消費者財i,生産者財j,労
働力 l,証券 bおよび貨幣 m。
次にこの式(1)を経済主体別に分類する。ここに
経済主体は，家計： h, 生産者財生産企業：ん消
費者財生産企業：んであり，投入ー産出関係を『本
書』の記号によって次のように表わす。
x: 消費者財 (hのinputおよびかのoutput)
Y: 労働力 (hのoutput)
Y, :j. のoutput
T: 生産可能集合
として
h: (X, Y) ET 
j.: ((Y, Y;), Y;) ET 
h : ((Y, Y;), X) E T 
ここに
D戸 x,Sh=Y, Dfl=(Y, Y;), Sfl=Y; 
D12= (Y, Y;), S12= X 
(2) 
これらの記号によって式(1)を経済主体別に表わせ
ば，
凡 (Dh-Sh)+Pfl(Dfl-Sfl)+P.12 <D.12-S.12) 
= Sm-Dm (3) 
(Note) : ここに証券のDb,Sbは実物資本の投
資の需給であり，これらは各経済主体のDおよび
Sの1つの項として表わされている。そして各経
済主体全体をマクロ的に考えるときには式(3), そ
して個々の経済主体別について考えるときには，
式(3)はベクトルの内積と考えればよい。
(Q. E. F.) 
次に式(2)の記号で表わせば，
P(X-Y)+P((Y, Y;)-Y1)+P((Y, Y;) 
-X) = Sm-Dm (4) 
次に式(4)を生産物別に分ける。この式(4)を各財
のS,Dに分けると，
P (Sx-Dx) +P (Sn-Dn) +P (Sy-Dy) 
=Sm-Dm (5) 
上式(5)の左辺第 1項は消費者財，第2項は中間
生産財（投資を含む），第3項は労働力である。そ
してそれらの対応を示せば，
Sx← /2, Dx← h, Sn← Ii, Dn← Ii, /2, Sv← 
h, Dv←ん /2,そしてYは労働力。
2)成長モデル
式(5)を成長モデルとするために
Px(入xSx-Dx)+Pn(入viSn-Dn)+Pv(入vSv-
Dv) =Sm-Dm (6) 
3)動学モデル
式(6)を動学モデルとするため式(6)の入を
入x<t), 入YI(t), 入y(t)
とする。
ここにその成長率入を外生変数とするときに
は，『本書』の分析方法によって入＝一定またはパ
ラメターと考えればよい。そして各市場について
入S(P)~D(P) から出発して入S(P)=D(P)と
なるまでのP(t)のtimepathを求める。（第16章
p.202 (定理16-2)参照）。
（これ以上に筆者が進むことは，「書評」の範囲
を越えるため，以上において筆者のモデルの説明
は終りである。）
v. 2 最適成長経路の存在
『本書』 (17-13)p.213を参照。
VI. 最適成長率と最適成長経路（ターンパ
イク）（第14章）
筆者のこの書評における関心は，はじめから一
貫してマクロ動学分析における経済成長率入を
いかにモデルに組込み，その入がそのモデルの均
衡においていかにして決定されるかという点にあ
った。第14章は公害との関係からこの成長率入を
問題としているので，筆者のこの第14章の読み方
は，やはりこの入に焦点をしぼったものである。
VI. 1 モデル (p.167から p.170まで）
まずこの第14章の記号とこれまでの各章のそれ
との関連を明白にしておく。
（注釈1)
投入行列A=[a,;] 
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Aは元a;;(i=l,2, ・・, m; j=l, 2, …， l) 
であり， iは生産技術， jは財の種類をあらわす。
そして a;は前述I.1の(1)投入表の対にあたる。
（注釈2)
産出行列B=[b;] 
Bの元仇(i=l,2, …, m;j=l, 2, …， l) 
は前述I. 1の(2)の産出表のyjにあたる。
（注釈3)
この第14章の「成長要因」 aはこれまでの各章
の入と同じものと考えてよい。
（注釈4)
X[B+sW] : aX[A+Z+ W] (14-2) 
この左辺は産出物数量を，つまり供給サイドを
あらわし，この右辺は投入物数量であって，需要
サイドをあらわす。
（注釈5)p.169 (公理14-2) 
[B+sW] Y~/3 [A+Z+ W] Y 
(14-4) 
ここに Yは各財の価格を成分とする価格ベク
トルである (p.168)。式 (14-4)の右辺は上記の
（注釈4) によれば，産出物の貨幣価値であり，
右辺は投入物のそれであるから，この左辺は供給
サイドの貨幣価格，右辺は需要サイドのそれと考
える方がわかりやすいであろう。 (cf.p.171, (定理
14-3)の命題の文章「公理14-1~ 5…」をみ
ょ。）。なぜならば，上式 (14-4)の右辺のf3に
注目。
VI. 2 モデルの数学的性質（定理14-1から定
理14-3) 
上述のVI. 1の（注釈）によって第14章の推論
をたどることができるであろう。
VI. 3 公害除去Zと成長率 aとの関係(p.172,
（定理14-3)) 
筆者の立場からいえば，この（定理14-3)p.172 
が最関心事である。この（定理14-3)について
は次の (Remark)で述べることにしよう。
(Remark) a とZとの関係
(R.1) Z(a) 
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aの定義 (p.171(14-15))から直ちに（定理14
-3) (p.172)の結論をみることができる。 (14-
15)の分母がZ=Oならば， aは増加する。逆に Z
が増加すれば aは減少する。しかし Zの増加に
よって，Bおよび，或いは Wが増加する場合もあ
るであろう。この場合には技術革新が考えられて
いるのであり，この場合には B(Z),W(Z)であ
る。そしてこの関数関係において△B(Z)/11Z> 
0, △ W(Z)/△ Z>O (△ は増加分）の場合には，
Zの増加によって却って a増となる場合もある。
そして更に Z(t)の場合には B(t),W(t) とな
り，ここにモデルの動学的時間径路およびa(t)の
time pathおよびその動学的安定条件と動学的均
衡を分析しなければならない。
とにかく Zだけが増減するのではなく， a と
B,Wとの連動を考える必要があるのではなかろ
うか。
(R.2) a<O 
現実の経済は Z>Oでありながら，デフレや不
況によって a<Oとなる。このような場合の a<O
をいかに説明するのか。
(R.3)私害 (PrivatePollution) 
資本主義経済 (MarketPrice System)は社会
主義経済 (MarketPrice Socialism)や司令経済
(Command Economy)とは異なり，私企業体制
(Private Enterprise System)を建前とする経済
システムである。したがってその経済体系から発
生する pollutionはpublic pollutionではなく
"private"pollutionである。したがって上述のよ
うな動学分析も，少なくともミクロ的に各市場の
動学的behaviorsから，ミクロ的な分析が必要な
ように思われる。
VI. あと書き
この「書評」は筆者の読み違いや，深読みのた
めに，『本書』を却ってむつかしいものとしたかも
しれない。しかし『本書』は研究すべきテーマを
沢山織り込まれた良書である。研究者に対し多く
神保一郎著『動学的一般均衡理論研究』（清水）
の示唆を与えるであろう。
筆者も『本書』を丹念に読むことによって，筆
者自身の蒙を啓くことができた。ここに『本書』
を高く評価し，そして『本書』は筆者自身のこれ
からの研究のためにも，更に読み込んでゆかねば
ならぬ書物であると思っている。
(1998年9月24日）
神保一郎『動学的一般均衡理論研究』
（関西大学出版部，平成10年5月30日刊， V+220
ペー ジ， 3,500円）
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